
人権方針 

 

1. 人権尊重に対する基本姿勢 

大成建設グループは、「人がいきいきとする環境を創造する」というグループ理

念、グループ理念を追求するための、「自由闊達」、「価値創造」、「伝統進化」という

３つの大成スピリットおよび「サステナビリティ基本方針」のもと、事業活動に関

連して、人権への負の影響を生じさせないよう、自主的・積極的・能動的に企業と

しての責任を果たすことにより、包摂的な社会の実現に貢献する。 

 

2. 方針の適用範囲とビジネスパートナーへの期待 

大成建設グループの全役職員（役員等、従業員、出向・派遣社員を含むすべての

社員）は、この方針によって保護を受け、また、この方針の実施主体である。大成

建設グループは、お客様や取引先を含むビジネスパートナーに対しても、この方針

の支持と人権の尊重を求める。 

 

3. 法令遵守と国際人権基準の支持・尊重 

大成建設グループは、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づき事業

活動を行う国または地域における人権関連の法令等を遵守するとともに、「世界人

権宣言」を含む国際人権章典、国際労働機関（ILO）の「労働における基本的原則及

び権利に関する ILO 宣言」などの国際人権基準を支持・尊重する。国際人権基準と

各国・地域の法令等の間に矛盾がある場合は、国際的な人権を最大限尊重するため

の方法を追求する。 

 

4. 人権課題への取り組み 

個人の基本的人権および多様性を尊重し、人種、国籍、宗教、性別、性的指向・

性自認、年齢、社会的身分、障がいや傷病の有無、身体的特徴等を理由とした差別、

ハラスメント、プライバシー侵害など人権を侵害するあらゆる行為を禁止する。あ

らゆる形態の児童労働、強制労働、人身取引を認めず、結社の自由と団体交渉権を

尊重する。 

特に、外国人労働者への人権侵害の禁止を徹底する。全役職員および取引先の労

働安全衛生に配慮し、長時間労働を改善する。その他、低賃金労働の防止・生活賃

金への配慮などの適正な労働条件の整備に努める。 

事業活動が地域社会の人々に与える潜在的な影響に配慮し、賄賂と腐敗の課題に

対処し、地域社会との共生に努める。 

また、事業活動においてビジネスパートナーが人権への負の影響を引き起こして

いる場合、当該ビジネスパートナーに対し、人権侵害をしないよう働きかけ、協働

して改善する。 

 



5. 人権デュー・ディリジェンスの継続的な実施 

人権尊重の責任を果たすため、以下のとおり人権デュー・ディリジェンスの仕組

みを構築し、継続的に実施する。運用にあたり、適宜見直し・改善を図る。 

大成建設グループの事業活動が人権に及ぼす影響について、外部の専門機関等に

よる知識を活用し、ステークホルダーとの対話・協議を適宜実施するよう努める。 

(1) 負の影響の特定・評価 

事業活動による顕在的または潜在的な人権への負の影響（以下「人権リスク」

という。）を「影響度」（深刻度・影響を受ける人数や範囲・救済可能性）「発

生可能性」「自社とのつながり」に基づいて評価し、「優先的に対応する人権リ

スク」を特定する。 

(2) 人権リスクの予防・軽減 

１ 大成建設グループの全役職員がこの方針を十分理解し、この方針が事業活動 

全体に定着するよう、教育・研修を継続的に実施し、人権リスクの予防・軽 

減に努める。 

２ 優先的に対応する人権リスクに係る予防・軽減策を、この方針と別に定める 

「大成建設グループサステナブル調達ガイドライン」（以下「ガイドライン」 

という。）に反映するなど、ガイドラインの対象となる取引先に対して大成 

建設グループの人権に関する取り組みを周知し人権リスクの予防・軽減を働 

きかける。 

(3) 対応の実効性の追跡調査 

この方針やガイドラインの遵守状況を確認するため、社内外に対するアンケ

ート調査・ヒアリング、先進事例を取引先に共有することなどを通じて、人権

デュー・ディリジェンスの実効性を確保するとともに、人権尊重への取り組み

を深化する。 

(4) モニタリングと情報開示 

人権尊重を重要なサステナビリティ課題と捉え、人権デュー・ディリジェン

スの取り組み状況について、サステナビリティ推進委員会・経営会議・サス

テナビリティ委員会・取締役会へ定期的に報告するとともに、ステークホル

ダーに対して適時適切に開示する。 

 

6. 救済と是正 

大成建設グループが人権への負の影響の原因となった、あるいは助長したことが

判明した場合、適切な手段により、速やかにその救済・是正に取り組む。対応する

相談窓口を社内外に周知し、救済・是正の実効性を高めるための体制を整備・運用

する。 

 



7. 所管 

この方針の所管は、サステナビリティ経営推進本部サステナビリティ企画部とす

る。 
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